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 筑波大学で始まった軍事研究は、大学が主体とな
る初の大規模研究であり、軍学共同の新たな段階を
画す。そこで連絡会は 3月 11日に筑波大学に抗議
の申し入れを行うとともに、筑波大永田学長が国立
大学協会会長であることから、国大協会長・理事
会・各理事に対し質問書を 4月 13日に送付した。
（質問書はニュースレター43号に掲載している。） 
 それに対し４月 24日付で回答書が送られてきた
が、その日オンライン開催された理事会に諮ること
もなく、会長と事務局だけで作成したものであるこ
とが後日判明した。しかもこれは全く回答になって
いない。そこで連絡会は、6月 14日の国大協オン
ライン総会に向けて６月１０日に再質問書を会長と
ともに全学長にも送り総会での話し合いを求めた。
しかし国大協事務局は 12日「既に回答した内容に
尽きている」と再回答を拒否し、総会でも全く触れ
なかった。この国大協執行部の姿勢に抗議し、７月
理事会で話し合い、回答することを強く求める。 
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《国立大学協会からの回答》 
2020 年 4 月 24 日 

軍学共同反対連絡会御中 
国立大学協会会長 永田恭介 
 2020 年４月 13日付の質問書に対しまして、以下
の通り回答いたします。なお、本文書と同趣旨のこと
は、2020年 1月 29 日の国立大学協会総会後の記者
会見において国立大学協会の見解としてすでに概要を
ご説明しています。 
１．質問１について 
 国立大学協会の第 39回総会（1967 年６月 27
日）における議論を踏まえ、大河内会長の所見を公表
しています。 
 そこでは「外国の軍の資金等の援助…を受けるこ
とは、日本の大学としては望ましくない。」としつ
つ、「ほんらい、平和目的と軍事目的との区分はしば
しば不分明であるのだから、研究の性格については、 
それぞれの専門領域に責任を負っている者の学問的良 

《国立大学協会大河内会長所見 1967年 6月 27日》 
「国立大学協会会報第 37号（昭和 42 年 8 月）」に第 39回総会の議事要録が掲載されている。P.28 に
６月 27 日の大河内会長の発言と、それを受けた総会了承事項が下記のように掲載されている。 
国会でも問題になったところであるが、外国の軍の資金の受け入れについては、文部省でも何らかの見

解を表明するかもしれないが、この問題は、むしろ大学が見識をもって態度を決めるべきであると思うの
で、国立大学協会としても一定の原則を立てたほうが良いと思う。そこで総会の了承が得られれば、会長
所見としてでも次の趣旨のことを公表したい旨の発言があり、いずれも了承された。 
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心による判断が要請される。このことはまた、研究者
個人に対してのみならず、大学における個々の部局や
管理機関に対してもあてはまる。」としています。 
（貴会質問１に記述されている「戦争中の手痛い体験
の反省と…軍事研究にも協力すべきでない。」との部
分は大河内所見にはありません。） 
 その後、現在に至るまで、国立大学協会において会
員大学から方針の転換について異議を唱え、議論を行
うべきとの意見は出されておらず、当時の考え方は、
現在も維持されています。 
２．質問２（１）について 
   1967 年の大河内会長の声明においては、「平和目
的と軍事目的との区分は、しばしば不分明である」と
の認識は示していますが、「軍事研究」という用語は
用いておりません。 
 軍事研究という言葉の定義は、それぞれの立場での
考え方や価値観等により、その捉え方が異なり曖昧で
す。学問研究は、本質的にその扱いによって、平和目
的にも軍事目的にも利用される両義性（デュアル・ユ
ース）をはらんでいます。 
３．質問２（２）及び質問３について 
 上記にも述べられているとおり、この問題は、我が
国の全ての研究者が、人道に反しないことを常に自問
自答するとともに、国公私立大学はすべからく個々の
研究者の学問研究の自由を保障しながら、研究成果の
公開性が学術研究の健全な発展の根幹をなすことを踏
まえ、各大学の理念に基づき個別事例に応じて慎重な
議論を行い対応していく問題だと認識しています。 
～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

 永田会長は「当時の考え方は現在も維持されてい
る」と答えている。だが異議が出ていないからという
のでは惰性に過ぎない。今、所見の文言だけでなく、
その背後にある「当時の考え方」を明らかにし、全国
立大が共有し、現在に生かすことが求められる。 
 そのために当時の報道を見ておこう。1967 年 6 月
28 日の朝日新聞は、記事の最後に「所見は『大学の
モラル』を打出したものである」と記している。 
 また 6 月 29 日の赤旗はこう報じている。「会長所
見は『外国の軍の資金などの研究費援助をうけること
は日本の大学として望ましくない』と基本的な立場を
明らかにし、その根拠として『戦争中の手痛い体験の
反省とわが国の平和憲法の立場から国内の軍事研究は
もとより、外国の軍事研究にも協力すべきでない』と
大学関係者がとるべき姿勢を明らかにしています。」 
 前ページに掲載した「所見」にはこのような文言は
ない。ただ総会議事要録によれば①～③は所見の趣旨
として了承されたのであり、記者会見の場では、大河
内会長の裁量で、国大協としての基本的立場や所見の
根拠も明らかにされたと考えられる。それを所見と一
体のものとして各社が報じたのである。 
 そこで連絡会の４月 13 日付け質問書の第１項に、
「我が国の平和憲法の立場から国内の軍事研究はもと
より外国の軍事研究にも協力すべきでない」という大
河内会長発言を引用したのだが、回答は、その言葉は
所見にはないとして無視し、所見①に記されている外
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国軍の資金は受けないということのみが「当時の考え
方」であるかのように描く。だがそれは「当時の考え
方」の矮小化である。所見が外国軍の問題のみを触れ
たのは、それが焦眉の課題だったからに他ならない。 
 この問題は 5 月 5 日に朝日新聞が「物理学会に米
軍資金」と報じて社会を揺るがす大問題となってい
た。66 年の半導体国際会議に米陸軍が 280 万円を補
助し、さらに 19 の大学等の学者 54 名に総額 1 億
4400万円の研究費が渡っていたことが判明した。 
 こういう状況下で大河内東大総長は、「軍事研究は
容認できない。東大は南原総長の時代から、軍事研究
に従事しない、外国の軍隊の研究はおこなわない、軍
の研究援助は受けないなどを原則としてきたし、今も
その線にのっている」と語った。
 この発言が示すように、米軍資金の問題が明らかに
なる前から「正式な軍機関からの研究費による研究な
ど行うべきではないというのが科学者の総意」

で改めてふれるまでもなかった。それは「国
内の軍事研究はもとより」という発言からも伺える。 
 しかも同じ 27 日には日本学術会議の「軍事研究問
題についての懇談会」が開かれ、学術会議としての統
一アピールを出すことが議論されている。それは 10
月の学術会議総会での「軍事目的のための科学研究を
行わない声明」に結実した。「真理の探究のために行
われる科学研究の成果が又平和のために奉仕すべきこ
とを常に念頭に置き、戦争を目的とする科学の研究は
絶対にこれを行わない」という歴史的な声明作成に、
国大協会長「所見」は大きな影響を与えたのである。 

 
 しかも、武器に結びつくか否かに関わりなく、国際
会議への補助も含むあらゆる場面で軍からの資金援助
は受けないということが「当時の考え方」だった。
今、筑波大など数大学が主張する「基礎研究であり軍
事研究ではないから防衛省の資金（軍事費）を使って
も良い」という考え方は 67 年にはありえなかった。 

 このように大河内所見は①で軍の資金（直接言及し
ているのは外国だが、国内も）の利用は望ましくない
とした上で、②でさらに、あらゆる科学・技術は平和
と軍事の両面に使うことができるので、科学者の学問
的良心で判断すべきだと倫理的責任の問題を提起して
いる。そこに現在のデュアルユース論を重ねることは
まやかしである。そもそもデュアルユースという言葉
の初出は 1996 年の米国科学技術政策局の報告書であ
る（山崎正勝東工大名誉教授の指摘）。それは優れた
民生研究を軍事が横取りするために使われる言葉であ
る（本ニュースの井原論文 p.８参照）。 
 大河内所見は、軍の資金は使わないことを前提とし
た上で、他のどの資金を使う場合にも研究の性格につ
いての良心的判断を求めたのである。一方永田会長は
筑波大学で、直接兵器開発を目指さない基礎研究は軍
事研究ではないとして防衛省の資金を使うことを積極
的に認め、さらに将来防衛省がその研究成果を兵器に
応用するだろうが大学には関係ないと主張している。
これは大河内所見の考えを二重に否定するものだ。 
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 さらに永田会長は、「所見」では平和目的と軍事目的
が不分明とされ、軍事研究という言葉を使っていない
ということを、「軍事研究の定義は考え方や価値観等
により異なり曖昧」という自論に強引に結びつける。
だが大河内会長も学術会議も「軍事研究」という言葉
を頻繁に使っている。その意味するところは学術会議
声明にある「軍事目的のための科学研究」であろう。
しかし永田会長はそのシンプルな定義さえ認めない。
認めれば、筑波大の行う基礎研究も、将来の軍事目的
のために防衛省が金を出す以上軍事研究と言わざるを
得ない。それは「軍事研究は行わない」という筑波大
の基本方針に反する。さらに永田会長は「自衛のため
の研究は軍事研究ではない」とさえ３月の記者会見で
語った。この暴論も多様な考え方の一つとして認め、
国大協の中で徐々に広めていくのだろうか。 
所見の確認も再質問への回答も拒否！ 
 このように永田会長は「当時の考え方を維持してい
る」と言いながら内容を歪め、軍事研究の容認へと舵
を切ろうとしている。それは戦後、学問の自由を掲げ
て設立され、大学の進むべき道を真摯に探求してきた
国大協のあり方を大きく変えることに他ならない。そ
こで私たちは６月 10 日、下記の再質問を国大協会長
と全学長に送付し、6 月 14 日のオンライン総会で短
時間であっても「所見」を確認するよう要請した。 
 しかし 6 月 12 日国大協事務局は「会員大学は爾
来、当該所見を踏まえ、『それぞれの専門領域に責任
を負っている者の学問的良心』により、個々の案件に
ついて慎重に検討・判断されてきている」とし、総会
での「所見」の配布も拒否した。それは「所見」を維
持すると言いつつ、実際には葬り去ることである。

 
～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 
《連絡会からの再質問書》 
2020年 6月 10日  軍学共同反対連絡会 
《質問１》 省略（既にご回答いただきました）  
《質問２》これまで安全保障技術研究推進制度に応
募・採択された国立大学の ほとんどすべてが 「応募
研究は民生用の基礎研究であり、軍事研究ではない」 
と主張して応募を正当化しています。 このことに関
して以下の２点について国立大学協会としての明確な
見解をお伺いします。  
（１）まず軍事研究という言葉の意味についてです。
国立大学協会は、4 月 24 日の回答の中で「軍事研究
という言葉の定義は、それぞれの立場での考え方や 
価値観等により、その捉え方が異なり曖昧です」と述
べられました。その一方、 永田恭介会長は 去る 3月
26 日、筑波大学学長定例記者会見において「軍事研
究とは、他国の国民の命、領土を奪う行為につながる
アタッキングのための研究であり、アタッキングでは
ない防衛のための研究は軍事研究には当たらない」と
の見解を示されました（毎日新聞 3 月 27 日デジタル
版）。永田学長は国大協会長でもあることから、この
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発言は多くの市民・研究者に衝撃を与えています。国
大協が「定義は立場により異なる」というなら会長で
ある永田学長のこの発言は国大協の立場と受け取らざ
るを得ません。もしそうなら、いつ、どのように国大
協はそうした立場を採用することとなったのでしょう
か？そして国大協として「防衛のための研究は軍事研
究には当たらない」という立場をとるならば、なにゆ
えにその立場をとるのかについて国大協としての見解
を示すべき社会的責任があります。その見解をお示し
ください。  
（２）回答は私たちの質問 と質問３ を一括し
て答えていますが全く回答になっていません。そこ

 
 安全保障技術研究推進制度の令和 2年度公募要領に
は「防衛分野での将来における研究開発に資すること
を期待し、先進的な民生技術についての基礎研究を公
募・委託します」と書かれています。このように公募
する防衛装備庁は、将来の軍事利用を目的に、民生技
術についての基礎研究を公募しているにもかかわら
ず、応募する側の大学が「民生用の基礎研究であり軍
事研究ではない」と主張することは、全く意味のない
ことであり、応募を正当化する理由にはなり得ないと
考えますが、国立大学協会としての見解をお伺いしま
す。またあくまで「軍事研究ではない」と主張される
のであれば、研究期間中はもちろん、研究終了後も軍
事利用されない保証を得るべきだと考えますがいかが
ですか。 
《質問３》日本学術会議 2017 年声明は軍事研究との
訣別を誓った 1950 年声明及び 1967 年声明を継承
するとしたうえで、安全保障技術推進制度は「政府に
よる研究への介入が著しく、問題が多い」と指摘して
います。この声明が出されて以降、多くの国立大学
が、同制度に応募しないことを決定し、その結果、
2015 年の制度発足時には 58 件もあった大学からの
応募は 2019 年度一次募集では 8 件にまで激減して
います。 
 国立大学協会会長は、大学の社会的責任を高く掲
げ、全国の 86 国立大学をまとめる立場にあります。
その国立大学協会会長の所属大学が、このような流れ
に逆行して、大規模研究タイプ Sに、全国の大学に先
駆けて応募・採択されたことは、同制度に対する全国
の大学の今後の動向に重大な影響を及ぼすとともに、
国立大学協会及び国立大学そのものに対する国民の信
頼を著しく失墜させると考えます。先の私たちの質問
書では、このことについて国立大学協会としての見解
を伺いました。それに対する 4 月 24 日付の国立大学
協会の回答は上記の質問に対する回答になっていませ
ん。しかも、「各大学の理念にもとづき個別事情に応
じて慎重な議論を行い対応していく問題だと認識して
います」と述べていますが、日本学術会議の「問題が
多い」という「声明」のメッセージの否定的評価は明
確で、その上に立って多くの大学が応募をしないと判
断しているとみるべきです。貴協会としても、貴協会
の理念にもとづき、1967 年会長所見のような、何ら
かの指針を表明する必要があるのではないでしょう
か。 先の質問に対する回答とあわせ、国立大学協会
としての明確な見解をお聞かせください。   
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はじめに 
 防衛装備庁の安全保障技術研究推進制度が発足し
て 5 年が経った．日本学術会議の「軍事的安全保
障研究に関する声明」（2017.3.24）が出され，軍
学共同研究に反対する声が高まってきて，大学から
の応募は減少の一途を辿っているが，防衛装備庁は
手を変え品を変えて，研究者に誘いをかけてきたの
がこの 5 年間であった．自然科学の基礎研究かの
ように，また科研費の公募のごとく装って，乏しい
研究費に苦しむ研究者を「潤沢な」研究費で軍事研
究に誘い込もうとしている． 
 統合機動防衛力（「中期防」2013 年）から「ウ
サデン」（宇宙・サイバー・電磁波），水中を含むす
べての領域の能力を強化し，「多次元統合防衛力の
構築に向け，防衛力の大幅な強化を行う」とした
「中期防 2018 年」1)や「研究開発ビジョン－多次
元統合防衛力の実現とその先へ－」では，技術基盤
の強化，防衛産業力の強化，知的基盤の強化を唱
え，「国内外の関係機関との技術交流や関係府省と
の連携の強化，安全保障技術研究推進制度の活用等
（傍線は筆者）を通じ，防衛にも応用可能な先進的
な民生技術の積極的な活用に努める」2)とし，研究
機関，大学，シンクタンクの革新的・萌芽的技術の
早期発掘・育成の強化を目指している．そこで，こ
の制度の廃止を要求するためにも，安全保障技術研
究  
１ 応募者集めのために 2 転 3 転した推進制度 
 防衛装備庁が始めたこの委託研究制度の 5 年間
は応募者を増加させるための制度整備に躍起だった
5 年といえる．2015 年の 1 年目，2016 年の 2 年
目は種目別がなかった．1 年目は 109 件の応募が
あった．不採択になったものは「その内容は公表し
ない」と公募要項にはあったが，どうしたわけかメ
ディアは応募大学の実名を報道した．公表しないと
いう公募要項の約束すら反故にしてしまうようで
は，種々の約束事も反故にされることを考慮してお
かなければならない．2 年目の応募件数は 44 件と
激減した．応募件数を増加させることを狙ったかの
ように 3 年目の 2017 年には S，A，Bの 3 タイプ
の研究テーマが設定され，予算の範囲で A，B には
区別をつけず「審査・採択」し，S タイプも審査の
過程で A，B タイプにすることもあるというものに
なった．S タイプは科研費でいう国庫債務負担行為
を導入した特別推進研究（2～5 億円，5 億円以上
も可）に相当している．国会で予算が通らなければ
予算化できないタイプである．特別推進経費の場合
「新しい学術を切り拓く真に優れた独自性のある研
究であって，格段に優れた研究成果が期待される」
3)ものを対象として「厳格な」運用がなされている

2

が，防衛装備庁の S タイプは同じ国家予算費目で
ありながら，例えば 2019 年の二次募集の「研究テ
ーマ」12 番「光の伝搬に関する基礎研究」，同 25
番「冷却技術に関する基礎研究」というようにキー
ワードや期待される内容についての言及はあるもの
の，科研費だったらあり得ない茫漠とした研究テー
マが提示されている．それも 2019 年の一次募集で
は 12 番は A でも C でもよい，25 番は S でも A
でも C でもよいので提案者が内容を示せというの
である．つまりブレーンストーミングのように多く
の研究者から多様な「研究課題」を募り，防衛装備
に有用な「研究課題」を掘り起こすというもので，
予算の上限でタイプを分けているのである．採択を
決める推進委員会（審査委員会と同じ）の前に防衛
装備庁の専門家が応募書類を選択し，それを推進委
員会が評価するので，将来防衛装備（兵器）に役立
ちそうな研究課題があらかじめ専門家によって選択
される仕組みなのである．推進委員会の指摘があれ
ば 2017 年度の場合 A にでも B にでも差し替えら
れるという．4 年目に入ると A と B の区別がつか
ないので B を廃止し，上で触れた C タイプを設け
ることになる．その C タイプでは科研費や通常の
委託研究では考えられないことが募集要項には記さ
れている．「研究の準備状況や実施体制等は求め
ず，アイディアや提案者の研究能力を中心に」審査
するというのである．敷居を低くして多くの応募者
を集められれば，貴重なアイディアを収集・発掘で
きることになるし，防衛装備庁のミッションに沿っ
た「研究テーマ」に関わる研究者データベースづく
りに役立つことになる 4)． 
 手を変え品を変えた制度整備は以上でも明らかだ
が，各年度の募集要項の「制度の主旨」説明も書き
ぶりが年度によって異なっている．  
 初年度の 2015 年度は「研究対象が基礎技術」
「良好な成果が得られたものについて防衛省におい
て引き続き研究を行い将来の装備品に繋げていくこ
とを想定」するとして，装備品（兵器等）に発展さ
せると明言していた．2016 年度では「技術志向型
の基礎研究」「防衛装備品そのものの研究開発では
なく，将来の装備品に適用できる可能性のある萌芽
的な技術を対象とする」とし，装備品（兵器等）そ
のものの研究開発ではないと苦しい釈明がなされ
る．2017 年度にはすべての「研究テーマ」の末尾
に「基礎研究」が付された．「防衛技術にも応用可
能な先進的な民生技術，いわゆるデュアル・ユース
技術を積極的に活用する」として，あたかも民生技
術の基礎研究でもあるかのような説明が登場する．
そして，本制度のポイントとして，公表を制限しな
い，秘密を受託者に提供しない．特定秘密に指定し
ない，プログラムオフィサーが研究に介入しないな

井原 聡（東北大学名誉教授 科学史・技術史）  
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どが朱書されることになる．2018，2019 年度に
は「先進的な民生技術についての基礎研究」が強調
されるが，民生技術開発だとすれば防衛装備庁のミ
ッション違反だし，当該研究課題を管轄する他の省
庁に対する越権行為でもある．苦しい釈明はなおも
続く．「防衛装備品への応用可能性は審査における
観点に含めていません」とさえ言わざるを得ない
が，これは矛盾に満ちたいいわけである．なぜなら
「将来の装備品に繋げていく」「将来の装備品に適
用できる可能性のある」ことが前提となっているか
らである． 
 これらの書きぶりの変化は日本学術会議の声明、
大学人や市民の声に押されその都度釈明的に書き換
えられた一時しのぎの官僚的説明である． 
２ 防衛装備庁のミッション－新たな兵器創出 
 防衛装備庁のいう「基礎研究」は通常定義される
「基礎研究は，特定の応用や利用を考慮しないで，
現象や観察可能な事実の基盤となっている事柄につ
いての新たな知識を獲得することを主たる目的とし
て行われる実験的あるいは理論的な作業である
5)．」とは違う．防衛装備庁も応募要項でこのマニュ
アル 5）に触れているが，これを採用せず「将来の応
用における重要課題を構想し，根源に遡って解決法
を探索する革新的な研究」とする産業競争力懇談会

 先に触れた自民党政務調査会は，制度予算３億円
を 100 億 円に引き上げる提言をしたとき
「TRL1~3 程度の技術を対象」にと述べていた．
TRL とは NASA が提唱した 1～9 段階の技術成熟
度レベル（Technology readiness levels）を指し
ている．TRL1～3 レベルは基礎技術研究の段階を
指しているが，すでに明らかになっている科学的理
論を実際に具体化ができるか否かを実証するレベル
を指しているのである 7)（下線は筆者）．最高のレ
ベル 9 は実際に運用しうるレベルを指し，防衛装
備庁のミッションからすると防衛装備品（兵器）の
創出となる．防衛装備庁の委託研究のミッションは
かくも明確に兵器の創出を指向しているのである．
応募者や応募を許可した大学や研究機関が民生用の
研究だと自らに言い聞かせるのは自由だが，何に使
われるか

 
 自民党政務調査会はさらに明確である．「同盟国
である米国は，ステルス機や無人機等の最新鋭の装
備品の開発を進めるだけでなく，ゲーム・チェンジ
ャーとなり得る先端技術の研究開発を推進し，更に
は敵の軍事的優位を相殺する‘第３のオフセット’戦
略にも取り組んでいる．このように各国がしのぎを
削る中，わが国においては，国家安全保障戦略にお

３ 応募者数の推移 
 さて，防衛装備庁は応募者数を増加させるために

4

当初，応募総数 109 件，大学等からは 58 件の応
募があった．もともと大学の研究者を取り込むこと
を企図していたわけで，この応募数はまずは成功と
みてよかった．これに乗じてか先に述べた自民党政
務 調 査 会 は 研 究 費 の 積 み 上 げ を 提 起 し た
（2016.5.19）．くしくもその翌日，日本学術会議
は「安全保障と学術に関する検討委員会」（発足
2016.5.20）を設置しこの制度にいかに対応すべ
きなのかの検討を開始した．軍学共同反対連絡会な
どの大学人や市民の反対の声が高まり，またマスコ
ミの関心も高く大学人から敬遠されたのか，2016
年の応募総数は 44 件，大学等は 23 件に半減し
た．日本学術会議は検討の結果「軍事的安全保障研
究に関する声明」を翌年 2017 年 3 月 24 日に発
出したが，100 億円の上積みの効果かあったのか
不明だが 2017 年度の応募総数は初年度とほぼ同
数に回復した．この年度から S タイプが増設さ
れ，5 年間当たり 20 億円の巨費に群がったのは防
衛装備庁調達実績のある企業，ベンチャー企業や公
的研究機関であった．2019 年の応募に至っては，
大学は 8 件にとどまり，企業も最大時の 55 件から
34 件と落ち込んでしまった．この事態に防衛装備
庁ははじめて二次募集を行い，一次と二次を合わせ
てようやく応募総数 101 件と V 字回復を遂げた．
二次募集が提示した研究テーマは一次と全く変わら
ず，これまで A，C タイプが対象であったテーマも
含めすべてを S タイプの対象とした．不思議なこ
とに一次で 57 件の応募しかなかったのに，二次募
集では Sタイプのみで 44 件の応募をみているし，
公的研究機関等は二次 15 件にとどまっていたのに
二次募集には 18 件もが奮い立ったかのように応募
している．公募とはいっても委託研究なのでよく省
庁からの事前調整が行われたりすることもあり，科
研費のようなピュアレビューによるものではないこ
とも留意しておく必要がある．e-Rad を用いて研
究者情報が活用されて 9)，共同研究などがコーディ
ネートされていることも考えてよいだろう．若手研
究者の中には安全保障技術を肯定する傾向にあると
いわれ，防衛装備庁が今後どのように狡猾な手口で
誘いをかけてくるかわからない．軍事研究拒否だけ
の論理ではない対抗軸を構築しなければならない． 
４ 採択件数の推移 
 
 2019 年度一次募集では採択数（代表，分担合
算）26 件となって漸減傾向は止まらなかった．S
タイプにいたっては募集数 8 件に対して 3 件の採
択にとどまった．これでは大幅な予算の余りとなっ
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てしまう．S タイプのみの二次募集（公募件数 5 件
程度）はこの予算残を解消するためだったとみられ
る．しかし，2018 年の採択率（52%），2019 年
（一次）の採択率（46%）の高さは出来レースを
思わせる．また，二次募集では公的研究機関の応募
数が一次の件数を超えながら，採択は分担 2 件

 

 
 

 
 5 年間における総採択数（代表，分担合算）は，
第 4 表にみるように，大学等は 23 件，公的研究機
関等は 34 件，企業等は 64 件となって，種目別が
登場する 2017 年度以降でみると採択率は 4 割に
近い．この制度が導入した S タイプは科研費でい
う特別推進研究に相当するが，特別研究推進研究の
採択率（11％前後）に比べると S タイプの採択率
はかなり高い．タイプ別の応募者数が明らかではな
いので，2019 年の二次募集（S タイプのみの募
集）でみると，その採択率は 48％であった．S タ
イプは創設の 2017 年から 2019 年度までに大学
が 9 件（代表 1，分担 8 件），公的研究機関が 10
件（4，6 件），企業等が 26 件（12，14 件）採択
されている．同一機関でも異なる研究課題で採択さ
れた場合はそれぞれ１件と数えた．採択数が増大し
た公的研究機関と企業だが「解決策やアイディア等
を具現化し，その有効性を実証するところまでを目
指した基礎研究」10)という巨費と実証試験場を必要
とする開発研究ならではの展開でもある．これに分
担者として場合によっては氏名，所属を伏せて大学
関係者が入るという巧妙な仕掛けとなっている．分
担者となるには申請前に，企業や大学が事前に打ち

6

合わせをしていることになり，軍産学連携の素地が
できているといえる． 
５ 大学人による審査委員 
 研究採択を決める推進委員会委員長は 5 年間，
平澤泠（東大名誉教授，未来工学研究所長）が務
め，5 年間連続就任した委員はほかに 2 人，4 年間
が 4 人，3 年間が 6 人と固定化も目立つ．しか
し，委託研究は科研費（2 年任期，任期終了後公
表）の厳密な運用とは異なっている．採択には委託
側のミッションに照らして，合理性，透明性が求め
られればよいわけで，不採択の理由を開示すること
もない．毎年評価委員が公表され，委託する側の裁
量で採択課題が決まり科研費の審査制度とは本質的
に違ってい
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 ついでながらあまり議論されることのない防衛省
と大学人の協力を第 5 表に示す．この表は 2003～
2014 年に実施された研究プロジェクト 63 件につ
いての中間評価，終了評価を行った時の外部評価委
員の所属大学・研究機関一覧である．研究プロジェ
クトとは武器開発のプロジェクトで，今日も続けら
れており，外部評価に駆り出される研究者は少なく
ない.武器開発への具体的な助言が含まれ軍事研究
真っただ中なのである． 
６ 防衛装備庁が提示した「研究テーマ」と採択さ
れた「研究課題」と兵器 
防衛装備庁が提示した「研究テーマ」の総数は 5
年間に 135 件（まったく文言が同一のもの 9 件を
含む）で，採択された「研究課題」は 73 件であっ
た．将来防衛装備に応用されることを期待して「研
究テーマ」が提起されているが，具体的にどのよう
な防衛装備を想定しているのかは明示されていな
い．そこで公募要項の研究内容の説明，留意点やキ
ーワード等から防衛装備（兵器およびシステム構成
上の素材，技術基盤）を想定したものを第 6 表に
掲げる．「研究課題」の将来の可能性としては一つ
とは限らず，複数の兵器等に関わるものがあるの
で，この分類は筆者の暫定的な見解である． 

 潜水艦・艦船部門（水中領域の強化），極超高速
飛行体（スタンド・オフ防衛能力への対応），セン
サー技術（領域横断的システムの確立），光学素材
（電磁波領域の革新），新素材などの分野ではそれ
ぞれ 10 件を超える研究テーマが出され採択数も多
い部門であった．しかしサイバー技術や AI 部門で
は 10 件のテーマがたてられたにもかかわらず，採

8

択数は 0 または 3 にとどまった．防衛装備庁が焦
眉の課題としているサイバー，AI は不調であった
ことが知れる． 
 おそらく当該関連の研究者ならば明確に軍事利用
の可能性を見通しているはずである．革新的，創造
的，斬新な基礎研究が強調されているが，防衛装備
庁は革新的，創造的，斬新な兵器の創造を求めてい
る．また民生用の研究を強調しているが，デュア
ル・ユース論は民生用を軍事用に転用するというの
が原義 11)でもある． 
７ 二次募集で採択されたS タイプ 
（１）国大協の会長を務める筑波大学の永田恭介学
長が承認したことで話題になった「高強度 CNT
（カーボンナノチューブ）を母材とした耐衝撃緩和
機構の解明と超耐衝撃材の創出（筑波大学藤田淳一
准教授，企業等 2）」研究は研究テーマ 18 の「先
進的な耐衝撃・衝撃緩和材料に関する基礎研究」で
ある．初回 C で採択された「イオン液体を用いた
ダイラタンシー現象の衝撃緩和機構解明，物質・材
料研究機構（佐光貞樹研究員）」と関係の深い研究
で，ダイラタンシー（衝撃によって固化する）現象
を利用した防弾部材，防弾チョッキの開発につなが
る研究である．筑波大学の「軍事研究は行わない」
とした基本方針は「目下のところ民生用なら可」と
する歯止めのないタイプの基本方針なのである．せ
いぜいのところ防御用，テロ対策用と称するつもり
なのかもしれない．その防御を破る攻撃兵器が必ず
現れるのが兵器の歴史でもあった．将来の悪用に頬
被りをする類のものといえる． 
（２）日立製作所の島明生研究員の「高性能 SiC
パワーデバイスを活用して大電力パルス電源小型化
のための研究」はまさに「ウサデン」の電磁波領域
の基盤技術である．研究テーマ 13「電力貯蔵及び
高速放電技術に関する基礎研究」に相当し，サイバ
ー空間と並ぶ重要な領域をカバーするものである．
一方でこの研究者はパワーデバイスを活用し脱炭素
化実現をめざす研究や，Society5.0 に取り組みエ
ネルギーのスマート化に向けた研究を手掛けてきて
おり，この部門が軍事部門に抱え込まれることを警
戒しなければならない．また島明生研究員は東京工
業大学の特任教員/教授でもある． 
（３）国際電気通信基礎技術研究所の内部英治研究
員の「潜在脳ダイナミクス推定法の開発と精神状態
推移の解明と制御」の研究は数少ない AI 部門の採
択である．軍事のロボット，AI 化に不可欠なブレ
インロボット・インターフェースの研究で，研究テ
ーマ 2 の「人と人工知能との協働に関する基礎研
究」に相当する．国際電気通信基礎技術研究所は
「広く社会・人類の幸せに貢献」することをミッシ
ョンとして国際的産学官連携で創設された財団法人
の研究所である．先進的な民間研究機関の取り込み
であり警戒が必要である． 
（４）日立製作所の奥村壮文研究員の「船舶向け軽
量不揮発性高エネルギー密度二次電池の開発」は
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2017 年度に採択された同研究員の「不揮発性高エ
ネルギー密度二次電池の開発」の継続版で，研究テ
ーマ 15「革新的な船舶技術に関する基礎研究」に
相当し，実証試験，試作品製作へと，潜水艦実装へ
の具体化に踏み込むことになろう．おそらく二次募
集で誘いがかけられたとみるべきだろう． 
（５）㈶マイクロマシンセンターの池上健研究員の
「量子干渉効果による小型時計用発信器の高安定化
の基礎研究」は研究テーマ 24 の「衛星に依存しな
い測位・航法に関する基礎研究」に相当する．日本
が得意とする Mems（マイクロ電気機械システ
ム）のような先進技術を保有する民間の研究機関が
安全保障技術研究推進制度に取り込まれている．軍
産連携で産を橋渡しに大学へのアプローチが強化さ
れる可能性が高いことを示唆している． 
おわりに 
 防衛装備庁がこの制度を民生用の技術開発に資す
るとするのは強弁でしかない．毎年 10 数件の研究
課題に 100 億円がつぎ込まれる一方で，2 万人を
超える申請がある科研費の若手研究費目にたかだか
約 83 億円（採択数約 6,300 人）12)，給付型奨学金
約 41,000 人に 140 億円 13)である．もっともこの
防衛関係費との比較をすればイージスアショア 2
基 6,000 億円 14)と科研費総予算 2,400 億円 15)を比
較し、どちらにこの国の未来を託せるのかを問うま
でもない．即刻この制度の廃止を要求する． 
 この制度に応募し，採択された大学や研究機関の
多くは反対や抗議の声に「軍事研究ではないので認
めた」，「民生用の研究だから認めた」，「日本学術会
議の声明は各大学が独自に判断することを求めてお
り，本学は独自に判断した」，「応募に反対すること
は学問・研究の自由の侵害ではないか」と口を揃え
て主張している 16)．さすがに軍事研究をよしとする
声はない．しかし，いずれもその研究が将来人類に
あだなすことはないのかを考えようとしない，学
問・研究の自由の侵害と称して，殺戮・破壊の手段
の開発に手を貸す自由を要求する，言動に強く抗議
したい． 
 ところで「資金の出どころ」で判断しようという
日本学術会議の主張は，研究成果の使用者＝出資者
で見極めようとするもので分かりやすい．民生用か
軍事用かの区別がつかないという「両用論」は誰
が，何のために使うのかという本質的な事柄を隠し
た議論なのである．よく例に使われるドローンなど
も使う者、使う目的によって民生用なのか軍事用な
のかは明瞭に区別がつく．軍事行動を前提とした組
織が使えば兵器なのである．区別がつかないのはそ
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の兵器製造技術である．軍艦・戦闘機・ミサイル…
補助システム等々には軍用規格があるもののすべて
一般生産手段で作られる．だからこそ平和の顔をし
た企業が民生用品を生産する陰で，兵器生産にいそ
しむことができるのである．また両用をよいことに
先進的な民生技術を育成するがごとき罠を仕掛け
て，研究者とその成果を横取りする議論が

なぜなら気密性，保守性
の強い研究開発体制では革新的，創造的，斬新な兵
器を生み出すことができず，対抗的兵器開発には豊

 
防衛研究は必要だとする主張は歴代の政権がとって
きた大方針であり，それを支持する研究者が少なく
ないのも事実である．集団的自衛権をみとめ，紛争
地域にも海外派兵をする現政権を支持する人々に
「軍事研究反対」だけをいっても理解されない．核
兵器廃絶の主張や地球温暖化防止の運動がついに国
際的主流となったように，戦争廃絶の可能性をあら
ゆる手段を通じて行うことがこれからの時代に求め
られねばならない． 
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